
H22.11.5
ＪＣＩ中国支部

ンクリ ト構造物のひび割れ抑制対策コンクリート構造物のひび割れ抑制対策
に関する講習会

コンクリート打設管理記録の活用

(財)山口県建設技術センター(財)山口県建設技術センタ
技術課 主任 澤村修司
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１.はじめに

１ はじめに

■目次

１．はじめに
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■（財）山口県建設技術センタ の概要

１.はじめに

【設立】
成 年

■（財）山口県建設技術センターの概要

平成７年４月
【目的】
県市町事業の技術支援県市町事業の技術支援
【職員】
１８名（技術職員１５名）１８名（技術職員１５名）
【主な業務内容】
・技術研修の開催技術研修の開催
・設計図書作成
・調査設計管理

春日山庁舎（山口県庁前：昭和３年築）
調査設計管理
・工事管理
コンクリートひび割れ抑制対策に関する業務（打設管理記録
の収集・整理や研修等）を県から受託して実施
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■（財）山口県建設技術センタ の概要

１.はじめに

ＨＰの紹介

■（財）山口県建設技術センターの概要

の紹介
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■「打設管理記録」の位置付け

１.はじめに

①適 施

ひび割れ抑制の要素

■「打設管理記録」の位置付け

①適切な施工時期
・設計・発注における工程検討
・施工における工程検討

ひび
打設管理記録の活用

ひび
割れ
抑制

３要素の
バランスが
大切

により、抑制対策の３
本柱（右①～③）をよ
り確実に実行 抑制り確実に実行

②材料等による適切な対策方法
・誘発目地（伸縮目地）
・コンクリートの仕様

③確実な施工の実施
・施工の基本事項の遵守

・補強材の設置
・養生方法の工夫
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１.はじめに

■「打設管理記録」の特徴■「打設管理記録」の特徴

【打設管理記録の公表】【打設管理記録の公表】

・発注者、製造者、施工者、設計者、学識者等の関係
者がひび割れの情報を共有できるようデ タを公表者がひび割れの情報を共有できるようデータを公表

【質の高いデ タの確保】【質の高いデータの確保】

・施工基本事項遵守がなされた現場でのデータ確保

⇒「施工状況把握チェックシート」の活用（結果を県

技術管理課ＨＰで公表）技術管理課ＨＰで公表）

・温度履歴計測は、あえて義務化せずに、意欲的な施
デ 集工者のデータを収集
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■「打設管理記録」 ｢対策資料※」の役割

１.はじめに

設計

■「打設管理記録」・ ｢対策資料※」の役割

参照
設計

コンサルタント

対
策
資

発注者(委託者)

施工

資
料

施工者(請負者)

施工

打
設

資料整理 検証

発注者
設
管
理資料整理・検証

建設技術センター

理
記
録

官学（共同研究）

※「対策資料」⇒コンクリート構造物ひび割れ抑制対策資料（H19.10改訂版） 7



■記録作成 収集整理の流れ

２.コンクリート打設管理記録の活用

■記録作成・収集整理の流れ

※実施に当たっては、請負業者の方の協力が必要。
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①打設リフト図■打設管理記録様式

２.コンクリート打設管理記録の活用

①打設リフト図

ひび割れ抑制を図る構造
物 お 各打設

■打設管理記録様式

物において、各打設リフ
ト毎に作成

①①打設リフト図

・温度計測位置を記載、配筋
状況の記載状況の記載

②打設管理表

・強度等及び運搬 打設 養強度等及び運搬、打設、養
生状況の記載

・温度計測結果の記載

③ひび割れ調査表

・ひび割れ概要図

・発生状況、経過観測状況の
記載
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②打設管理表

２.コンクリート打設管理記録の活用

②打設管理表
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■打設管理表（拡大①）

２.コンクリート打設管理記録の活用

■打設管理表（拡大①）



■打設管理表（拡大②）

２.コンクリート打設管理記録の活用

■打設管理表（拡大②）

温度計測は任意



温度計測方法

２.コンクリート打設管理記録の活用

デジタル温度計および温度センサー(例)
温度計測方法

計測箇所

差し込み口

計測箇所

差し込み口

温度センサー

デジタル
温度計

温度センサ



③ひび割れ調査票

２.コンクリート打設管理記録の活用

③ひび割れ調査票
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■打設管理記録検索画面（例）

２.コンクリート打設管理記録の活用

検索結果（例）■打設管理記録検索画面（例） 検索結果（例）

〔検索条件〕
①施工時期：１１月・１２月
②構造物：橋台

・構造物種類、寸法、打設時期など検索可能。
上記表と各リフト毎の調査票（PDF）を閲覧すること
ができるができる。
・類似構造物の確認により設計・施工の参考にする。 15



【抑制対策フロー】

２.コンクリート打設管理記録の活用

■設計時・施工計画時
【抑制対策フロー】

コンクリート打設管理の蓄積データに
よる類似構造物でひび割れ発生状況の
確認確認

場合によっては温度場合によっては温度
応力解析を実施

・打設時期による抑制
・材料等による抑制
施工の基本事項の遵守・施工の基本事項の遵守



【抑制対策フ 】

２.コンクリート打設管理記録の活用

■施工時 始　め

【抑制対策フロー】

施工計画の確定
使用材料の確定

打　 記録
打・温度履歴を養生

の工夫等に活用
使用材料の確定

コンクリ ト打設

　

設
　 記録

設

管

の工夫等に活用

コンクリート打設

脱 枠

管　
　

理

データ収集・整理

管

理 脱 枠理　
　

記
　 ひび割れの記録
記

・コンクリート打設管理の
録

割
観察・調査・補修

録

・コンクリート打設管理の
蓄積データ

終　了
・類似構造物の設計・施工
計画時の検討に活用



■ひび割れ抑制対応（例）

２.コンクリート打設管理記録の活用

②ピーク温度を抑制

■ひび割れ抑制対応（例）

コンクリート温度

外気温

②ピ ク温度を抑制
直射日光を避ける

③緩やかな勾配とさせる
保温・防風・乾燥対策

温
度
（
℃
）

温

①打設温度を抑制①打設温度を抑制
気温の低い時期の打設

経過日数（日）



■活用事例①

２.コンクリート打設管理記録の活用

■活用事例①

施工計画策定の参考とする。

●対象：橋台・ボックスカルバート等
類似施工事例を検索して、コンクリート打設時の施
計画策定検討の参考資料とする工計画策定検討の参考資料とする。
・打設時期
構造物形状とリフト高の関係・構造物形状とリフト高の関係
・リフト毎の打設間隔（日数）
・養生方法と期間（温度データも活用）・養生方法と期間（温度デ タも活用）
など。
ひび割れ調査結果の情報を踏まえて参考とする。ひび割れ調査結果の情報を踏まえて参考とする。
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■活用事例②

２.コンクリート打設管理記録の活用

●対象 橋台 ボ クスカルバ ト等

■活用事例②

材料による抑制対策案の検討に利用

●対象：橋台・ボックスカルバート等
類似施工事例を検索して、補強材料を用いた対
策工法の提案根拠の参考資料とする策工法の提案根拠の参考資料とする。

発注事務所

提案事項の検討
対策実施内容に関す

製造者発注事務所 る費用負担の決定
施工者

製造者

設計者

資料（対策提案） 対策実施内容

事業主管課 技術管理課

対策推奨案の検討

材料による抑制対策実施の流れ

官学（共同研究） 建設技術センター
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３.コンクリート打設管理記録の公表状況

■打設管理記録の公表数

集計年度別・構造物別の箇所数・リフト数（平成２２年７月現在）

■打設管理記録の公表数

（温度管理・抑制対策を実施していないリフトを含む全データ）

(財)山口県建設技術センタ ＨＰにて公表中(財)山口県建設技術センターＨＰにて公表中
ＨＰアドレス http://www.yama-ctc.or.jp 21



■打設時期による抑制対策データ集計【構造別合計】

３.コンクリート打設管理記録の公表状況

■打設時期による抑制対策データ集計【構造別合計】

30

打設月別リフト数（構造物別合計） 【Ｈ１７～Ｈ２１年度データ】

15

20

25
フ
ト
数

0

5

10

リ

１月打設

２月打設

３月打設

４月打設
橋台たて壁計 BOX側壁計

１月打設 9 7

２月打設 15 3

３月打設 16 2

４月打設

５月打設

６月打設

７月打設

８月打設
４月打設 10 2

５月打設 17 0

６月打設 26 5

７月打設 13 8

８月打設 7 8

９月打設

１０月打設

１１月打設

１２月打設
８月打設 7 8

９月打設 15 7

１０月打設 15 15

１１月打設 8 4

１２月打設 8 7

計 68159

月打設 8 7

データ収集年度（Ｈ１７～Ｈ２１）
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■材料による抑制対策デ タ集計【橋台たて壁】

３.コンクリート打設管理記録の公表状況

■材料による抑制対策データ集計【橋台たて壁】

35

材料による対策リフト数（橋台たて壁） 【Ｈ１７～Ｈ２１年度データ】

10

15

20

25

30
リ
フ
ト
数

H17 H18 H19 H20 H21

対策その他 0 0 0 0 0

0

5

10

誘発目地 0 0 0 0 0

アラミド 0 4 0 0 0

ガラス 0 7 0 3 0

膨張材 1 5 0 0 0

中庸熱セメント 0 0 0 0 0

低熱セメント 2 0 0 0 0

補強鉄筋A+B 0 0 0 4 0

補強鉄筋B 0 5 0 2 0

収集年度

0 5 0 2 0

補強鉄筋A 0 7 0 8 33

データ収集年度

収集年度 H17 H18 H19 H20 H21 H21まで実績計

対策あり計 3 28 0 17 33 81
対策なし 11 8 28 15 16 78
総計 14 36 28 32 49 159 23



３.コンクリート打設管理記録の公表状況

■材料による抑制対策デ タ集計【BOX側壁】■材料による抑制対策データ集計【BOX側壁】

35

材料による対策リフト数（BOX側壁） 【Ｈ１７～Ｈ２１年度データ】

15

20

25

30
リ
フ
ト
数

H17 H18 H19 H20 H21

対策その他 0 0 0 0 3

0

5

10

誘発目地 28 0 7 14 12

アラミド 0 0 0 0 0

ガラス 0 0 0 0 0

膨張材 1 0 2 2 0

中庸熱セメント 0 0 0 0 0

低熱セメント 1 0 0 0 0

補強鉄筋A+B 0 0 0 0 0

補強鉄筋B 0 0 0 0 0補強鉄筋 0 0 0 0 0

補強鉄筋A 0 0 0 0 0

データ収集年度

収集年度 H17 H18 H19 H20 H21 68

対策あり計 30 0 9 16 15 70
対策なし 0 3 0 0 0 3
総計 28 3 9 16 12 68 24



材料等 る有効な抑制対策 覧【対策資料】

４．材料によるひび割れ抑制対策

■材料等による有効な抑制対策一覧【対策資料】

・山口県のコンクリートひび割れ抑制対策は、実構造

《採用する際の標準的な対策》

山口県のコンクリ トひび割れ抑制対策は、実構造
物での工事実績が根拠データとなっている。

構造物
抑制対策 備考

《採用する際の標準的な対策》

(部位） 抑制対策 備考

ボックス
バ

誘発目地の設置 ・打設温度が低い時期
カルバート ：5.0m程度

・その他 ：３.５m程度
橋台胸壁 補強鉄筋の追加 鉄筋比0 5 程度橋台胸壁 補強鉄筋の追加 鉄筋比0.5％程度

膨張材の使用 補強鉄筋の配置が困難
な場合な場合

橋台たて壁 補強鉄筋の追加 鉄筋比0.3％程度 25



■補強鉄筋

４．材料によるひび割れ抑制対策

■ガラス繊維■補強鉄筋 ■ガラス繊維

タイプA配置図 タイプB配置図タイプA配置図 タイプB配置図
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■分析結果【橋台たて壁】

４．材料によるひび割れ抑制対策

0.5 1.0%

：補強鉄筋A

：補強鉄筋B

：補強鉄筋A+B

■分析結果【橋台たて壁】

0.3 

0.4 

0.6%

0.8%

mm
)

：補強鉄筋A+B

：上記以外

：最大ひび割れ(前回分）

： 〃 （今回追加分）

※1 ※3

0.2 0.4%

大
ひ
び
割
れ
幅
(
m

鉄
筋
比

※1

※2

※3

0.1 0.2%

最
大
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鉄筋比に対する最大ひび割れ幅の分布（橋台たて壁）

箇所 構造物 部位 打設 打設温度(℃) 最高温度(℃) リフト高(m) 厚さ(m) 幅 最大ひび割れ セメント 混和剤 混和材

※1 ４号橋 A1橋台 たて壁 7 22 70.5 4.3 1.5 13.3 0.25 高炉B種 AE減水剤 ---

※2 神泉堤橋 A1橋台 たて壁 1 10 50.2 2.7 2.5 10.4 0.2 高炉B種 AE減水剤 ---

※3 郷之尾堤橋 A1橋台 たて壁 6 25 3 9 1 4 15 0 25 高炉B種 AE減水剤

補強材料

補強鉄筋A

補強鉄筋A+B

補強鉄筋A B※3 郷之尾堤橋 A1橋台 たて壁 6 25 － 3.9 1.4 15 0.25 高炉B種 AE減水剤 --- 補強鉄筋A+B

※１ 夏、最高温度、温度差４０℃以上
※２ 温度差４０℃以上
※３ Ｗ＝１５ｍ 27



４．材料によるひび割れ抑制対策

■分析結果【橋台たて壁】
0.45 

：最大ひび割れ(前回分）

■分析結果【橋台たて壁】

0.35 

0.40 
：最大ひび割れ(前回分）

： 〃 （今回追加分）

0.25 

0.30 

れ
幅

(m
m

)

※1 ※3
※１ 夏、最高温度、温度差４０℃以上
※２ 温度差４０℃以上
※３ Ｗ＝１５ｍ

0.15 

0.20 

ひ
び
割
れ ※2

0.05 

0.10 

0.00 

0.00% 0.10% 0.20% 0.30% 0.40% 0.50% 0.60%

鉄筋比鉄筋比

実構造物における鉄筋比とひび割れ幅の関係(橋台たて壁）
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４．材料によるひび割れ抑制対策

■分析結果【橋台たて壁】■分析結果【橋台たて壁】

対策有無の比較による検証

①鉄筋比0 3%以上
対策要件（①～④のうちいずれかの要件を満たすリフト）

①鉄筋比0.3%以上
②ガラス繊維の使用
③膨張材の使用
④低熱セメントの使用

要件を満たすリフト・要件を満たすリフト
グラフ記号： 対策あり・対策不要
要件を満たさないリフト・要件を満たさないリフト
グラフ記号： 対策なし・対策不十分
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４．材料によるひび割れ抑制対策

■分析結果【橋台たて壁】■分析結果【橋台たて壁】

0.4

0.5

ｍ
ｍ
）

対策なし・対策不十分

対策あり 対策不要

0.2

0.3

び
割
れ
幅
（ 対策あり・対策不要

0

0.1

最
大
ひ
び

20 25 30 35 40 45 50 55

最高温度－打設温度（℃）

最大ひび割れ幅と〔最高温度－打設温度〕の関係

・打設後の内部温度上昇量が35℃程度を超えると最大ひび割

最大ひび割れ幅と〔最高温度 打設温度〕の関係

（橋台たて壁）

打設後の内部温度上昇量が35℃程度を超えると最大ひび割
れ幅が大きくなる傾向

・打設後の内部温度上昇量が45℃程度までは対策要件を満打設後の内部温度上昇量が45℃程度までは対策要件を満
たせば最大ひび割れ幅が小さくなる傾向
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４．材料によるひび割れ抑制対策

■分析結果【橋台たて壁】■分析結果【橋台たて壁】
0.5

ｍ
）

対策なし・対策不十分
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割
れ
幅
（
ｍ
ｍ 対策あり・対策不要
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最
大
ひ
び
割

0

0 1 2 3 4 5 6

最

リ ト高（ ）リフト高（ｍ）

最大ひび割れ幅とリフト高の関係（橋台たて壁）

・リフト高さ3m程度までは対策要件を満たせば最大ひび割れ
幅が小さい傾向（リフト高さが高いときは差が明確でない。）
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４．材料によるひび割れ抑制対策

■分析結果【ボックスカルバ ト側壁】■分析結果【ボックスカルバート側壁】

ボックスカルバート側壁におけるひび割れ抑制対策の実績

対策リフト数 ひび割れ発生 左の内0.2mm以上

誘発目地のみ

53 11

47

2

0

対策あり（下記内訳計）

9

誘発目地＋低発熱

誘発目地＋膨張材 1

1

0

0対
策
内

0

0

0 0

2膨張材のみ

補強鉄筋

4

0

2

内
訳

56

3

11

0 0対策なし

合　　計 2
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４．材料によるひび割れ抑制対策

■分析結果【ボックスカルバ ト側壁】

14

15

16
■分析結果【ボックスカルバート側壁】

幅0.2mm以上

11

12

13

14

のひび割れ

8

9

10

11

間
隔
（
ｍ
）
※

誘発目地あり
幅0 2 未満

6

7

8

誘
発
目
地
間 誘発目地あり

誘発目地なし

誘発目地なし・膨張材

誘発目地間隔推奨値

幅0.2mm未満
のひび割れ

3

4

5

※誘発目地なしの

0

1

2

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

※誘発目地なしの

場合の誘発目地設

置間隔は函渠のブ

ロック長とした。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

打設時期（月）

打設時期と誘発目地間隔の設置実績（ＢＯＸ側壁） 33



５．まとめ

■分析結果のまとめ①【橋台たて壁】■分析結果のまとめ①【橋台たて壁】

「鉄筋比と最大ひび割れ幅」

・鉄筋比0.3%（たて壁）で最大ひび割れ幅0.15mm以
下となる傾向は確認できた。

・上記鉄筋比を目安とした対策・データの蓄積を継続
する。す 。

■分析結果のまとめ②【ボックスカルバート側壁】

「誘発目地間隔」

現行 対策指針が有効 あると考えられるため 対・現行の対策指針が有効であると考えられるため、対
策を継続する。（打設時期による対策が取れれば誘
発目地による対策がさらに有効）発目地による対策がさらに有効）
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５．まとめ

■今後の打設管理記録の検証 検討

①材料によるひび割れ抑制対策については、概ね有効

■今後の打設管理記録の検証・検討

である傾向を確認できたが、検証に関しては、さらに

多くのデータの蓄積が必要。多くのデ タの蓄積が必要。

（平成２２年７月現在の全公表リフト数：863リフトのうち

材料による対策実施リフト数263リフト）材料による対策実施リフト数:263リフト）

②今後も 寧な施 により施 由来 ひびわれを減②今後も、丁寧な施工により施工由来のひびわれを減

少させ、信頼性の高いデータを蓄積する。
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５．まとめ

■今後の打設管理記録の検証 検討

③標準的な対策に該当しない構造物についても個別

■今後の打設管理記録の検証・検討

に対策を検討の上、貴重な実績データとして蓄積。

④打設管理記録の蓄積データを今後も官学共同研究

等において検証しながら ひび割れ抑制対策の今後等において検証しながら、ひび割れ抑制対策の今後

の方針『小さいコストでさらに確実な効果を得ること』を
検討する方針検討する方針。

今後もこれらの状況は関係者に対し逐次情報提
供していきたいと考えています。供していきたいと考えています。
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■建設技術センターＨＰ画面

６.参考
■建設技術センタ ＨＰ画面

打設管理記録はこちら

E learningはこちらE-learningはこちら
アカウントを取得して下さい



６.参考 e-learning画面（例）
アカウントを取得して下さい

それぞれの項目で理解の小テストが
あります。挑戦して下さい

施工状況チェックシー施工状況チェックシ
トに基づいた項目



以上で終わりです。以上で終わりです。

ご静聴ありがとうございましたご静聴ありがとうございました。
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